

第５章　eスポーツの将来展望
　すでに海外では大きな盛り上がりを見せている「eスポーツ」。日本ではなぜ、“これから”と言われているのか。eスポーツは海外では主に、パソコンを使ったコンピューターゲームのことを指す。しかし日本では、家庭用ゲーム機の人気が高く、コンピューターゲームよりも家庭用ゲーム機を使った“ゲーム”の方が一般に浸透していたからである。一方、海外ではパソコンで行われるゲームのシェアが“ゲーム”の半数を占めていたことから、eスポーツが過熱しやすい土壌が整っていたというわけである。次第にユーザーたちは、自分の持つゲームスキルを競い合うようになり、人が集まるところで対戦するようになった。それがいまでは、何万人もの人が集まる規模のイベントにまで発展した。日本でも、ゲームセンターに人だかりができている光景を目にしたことがある人は多いと思う。eスポーツは瞬発力と高度な技術の応戦であるから、思わず画面に見入ってしまう気持ちは、一度でもゲームをしたことがある人ならわかるはずだ。そしてそれが、まさにeスポーツの魅力でもある。
競技人口は世界で1億人以上といわれているが現在eスポーツの市場規模はどれくらいあるのか。よくニュースなどで、「eスポーツの市場規模は約1,000億円」といわれているが、そこにソフトの売上などは含まれていないため、“最低でも1,000億円”という表現が正しい。しかし、日本ではまだ知名度や認知度が低く、市場として認められるには、もう1年2年くらいはかかるである。しかし、日本にゲームセンター文化が発達したおかげで、格闘ゲームの部門では、世界一のeスポーツ選手がいる。eスポーツにはさまざまなジャンルのゲームがあるが、日本では格闘ゲームの競技人口が1番多い。また日本全国で、eスポーツをするのに最適化されたパソコンが販売され、関連商品が売上を伸ばし続けている。秋葉原では専門店も拡大し、ワンフロアだったコーナーが現在では丸ごとeスポーツ館になったという例がある。つまり、それだけ需要があるということである。ちなみに、この1年でのeスポーツ専門パソコンの伸び率は146％ という統計も発表されている（ゲーミングPC市場における2017年1～11月の集計）。他にも、日本のサッカーチーム「東京ヴェルディ」がeスポーツのチームを持ち、さまざまな大会に参加している。日本でもしっかりと着実に、市場の裾野は広がりを見せている。日本では発展途上のeスポーツですが、今後取り巻く状況は様々である。2022年のアジア競技大会では、eスポーツが正式なメダル種目として採用されることが決まっており、日本国内でも確実に人気は高まっていくはずだ。そのためにも、法整備など、解決すべき課題が多く残っている。流行しているゲームタイトルやそれをプレイする環境も大きく異なるため、ただ海外の事例を追従するのではなく、日本独自の発展が求められる。その1つがプロリーグの整備であると考える。海外のようにだいきぼの大会を開催し、何億円もの賞金を出すのは、現況では困難である。まずはプロリーグを整備し、選手やスタッフが充分に生計を立てられるような咸鏡作りが重要である。他のスポーツ選手と同じようになれば、今よりも多くの人がeスポーツ選手を目指すようになり、プレイヤーの増加にもなる。プレイヤーが増え盛り上がれば、観客や視聴者が増えスポンサーが増えることで賞金が増え、更にプレイヤーが増えるといった好循環が生まれる。それにより、日本のeスポーツ市場の拡大が望める。人が集まることによって、様々なビジネスチャンスも生まれる。
　現在、日本国内には大小合わせて約50のプロeスポーツチームが存在する。KDDIをはじめとする大手企業の参入により、少しずつ環境が改善しつつあるのは事実だが、マネタイズに成功しているのはその中でも一部に過ぎない。海外では、スポンサー企業からの支援だけでなく、自治体がeスポーツチームや大会を誘致するなど、自治体から支援を受けているという事例もある。
　日本国内のeスポーツの発展には、こうした事例のように企業だけでなく自治体をも巻き込んで、業界全体で一体となって取り組むことが重要である。
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